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本稿の目的は，原価企画の影響・機能について再考することにある。これまで，原価企

画の製品開発成果への影響について多くの研究が蓄積されてきた。しかしながら原価企画

の影響は単独の製品開発プロジェクト成果に留まるだけでなく，原価・利益意識の醸成や

組織的コンフリクトの生成など，長期・広範囲に及ぶものである。そこで，原価企画の先

端的事例であるトヨタ自動車の事例研究を通じて，原価企画の新たな役割期待としてテン

ション・マネジメントとしての機能を探究する。  

 

The purpose of this paper is to rethink about influence and function of target cost 

management. The previous articles have clarified the influence of target cost 

management to the performance of product development.  

However, The influence is not only to the performance of a product development project, 

but producing a cost and profit consciousness or emergence of organizational conflicts. 

Hence, this paper suggests that a new function of target cost management as a tension 

management. 
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1．はじめに

　これまで，製品開発コストマネジメントとして知られる原価企画の製品開発成果への影響につ
いて多くの研究が蓄積されてきた。一方，原価企画の影響は単独の製品開発プロジェクト成果に
とどまるだけでなく，組織成員の原価・利益意識の醸成や組織的コンフリクトの生成など，長
期・広範囲に及ぶものである。しかしながら原価企画の製品開発成果以外への影響について，十
分な経験的研究が蓄積されてきたとはいえない。
　そこで本稿では，原価企画が製品開発成果に及ぼす影響のみならず，組織・人に及ぼす影響も
含め，原価企画の役割・機能について再検討したい。この目的のために，第 1に原価企画が製品
開発成果や組織・人に及ぼす影響に関する文献調査から将来の研究課題を提示し，第 2に原価企
画の先端的事例であるトヨタ自動車の事例研究から，原価企画の新たな役割と期待されるテンシ
ョン・マネジメントとしての機能について検討する。
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　本稿の目的は，原価企画の影響・機能について再考することにある。これまで，原価企画の製
品開発成果への影響について多くの研究が蓄積されてきた。しかしながら原価企画の影響は単独
の製品開発プロジェクト成果にとどまるだけでなく，原価・利益意識の醸成や組織的コンフリク
トの生成など，長期・広範囲に及ぶものである。そこで，原価企画の先端的事例であるトヨタ自
動車の事例研究を通じて，原価企画の新たな役割と期待されるテンション・マネジメントとして
の機能を探究する。
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2 ．原価企画の効果・影響

　本節では，原価企画の効果・影響について，コストとコスト以外の成果に及ぼす影響に分けて，
先行研究をレビューし，将来の研究課題を提示したい。

2 . 1 ．原価企画活動がコストに及ぼす影響
　原価企画活動がコスト発生額に及ぼす影響は，次の 2段階に大別できる。
　第 1は，目標原価設定プロセスへの影響である。Monden et al. （1997）は，原価目標設定への
参加による動機づけ効果を調査し，設計者が責任権限をもつ原価項目の目標設定に参加する場合，
原価低減成果が改善することを示した。Everaert and Bruggerman （2002）の実験的研究は，設計
担当者が原価目標をもつと，一般的予想に反し，時間的圧力の低い場合，設計品質や開発時間を
損なうことなくコストを最小化することを示した。また目標原価のタイトネスについて，清水
（1992）は，目標原価と成行原価とのギャップが大きいほど，原価低減に有効なアイデアが生じ
やすいとする仮説を提示した。さらに Shields et al. （2000）は，目標原価の厳しい設定と目標達
成に対する報酬が少ないという状況が，ストレスを生み，ストレスが強いほどマネジャーとして
の業務成果が落ちることを実証的に示した。
　第 2は，目標原価達成プロセスへの影響である。原価企画により「コストの半減，さらに70％
近いコスト低減を実現した企業は無数に存在する（加登，1993b，27頁）」といわれ，インタビュ
ー調査に基づく多くのケース研究が原価低減効果を示している（加登，1990；田中（隆），1995な
ど）。また，Koga （1999）はコンパクトカメラ産業では，製品開発初期の製造原価の頻繁な見積り，
ラグビー方式の製品開発（製品設計者と製造工程設計者との高密度の接触），設計リーダーの強い統
率力が，低実際原価と相関することを示した。
　こうした経験的研究の蓄積を受けて，将来に向けた第 1の研究課題として，目標原価設定に関
するさらなる経験的研究が必要である。目標原価設定プロセスに関する先行研究の多くは規範的
研究にとどまっている

１）
。そこで，実際に利益計画や成行原価を踏まえ，どのような判断基準や検

討を経て目標原価が決定されるのかについてのケース研究が望まれる。加えて，目標原価の水準
と成果との関係も十分には分かっていない。規範的には，標準原価管理とは異なり，現状では達
成困難な目標水準に設定されるべきともいわれるが，開発段階によっても異なると推察される有
効な原価目標水準の探究のためケース研究の蓄積が必要である。
　第 2の研究課題としては，原価企画を構成する要素と原価低減との因果関係を解明する必要が
ある。この点について，まずは原価企画でない製品開発の仕組みと原価企画との違いを明らかに
した上で，個別の構成要素と原価低減の関係を解明する必要がある（古賀，2001）。例えば，コス
トテーブルが原価低減につながる原理として，コストテーブルが設計代替案を提示する可能性や，

 1） 例外として，近藤（恭）（1989）は自動車メーカーの目標原価設定プロセスの記述的ケース研究である。
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設計担当者のコスト意識を発揚する可能性が指摘されるが，この原理によりコストテーブルのあ
るべき姿は異なるため，原理究明が求められる。同様に，目標原価の未達成に関してもさらなる
実証的研究が必要である。達成困難な目標原価水準が原価低減のための新発想を生み出し，結果
として実現可能な目標よりも実際原価が下がるとも考えられる。もしそうであれば，実際原価が
目標原価を達成しないことが，原価企画のあるべき姿とも考えられる。その場合，原価企画のど
の手法が，原価低減につながるのかを解明する必要がある（古賀，2001）。

2 . 2 ．原価企画活動がコスト以外の成果に及ぼす影響
　原価企画は原価，品質，機能，納期などの複数目標の同時達成を目指すが，原価以外の成果へ
の影響についての経験的証拠は限られている

２）
。また複数業務目標間でのトレードオフが行われる

場合もあろう。これまでの実態調査では，目標原価が100％達成されるのではなく，未達のまま
次の段階に進むケースが少なくないことも示されているが，こうした原価目標の未達原因として，
原価企画活動自体の良否以外に，原価低減と他の業務目標（機能・仕様の追加など）のトレード
オフがなされる場合も多い（田中（雅）ほか，2007）。
　また原価企画の効果について，原価意識や文化を醸成する効果を強調する論者も少なくない。
Ansari et al. （2007）は，生産時間の削減，市場に適した製品の創出，効果的な製品／プロセス・
チームの創造を，原価企画の貢献として挙げている。さらには，原価企画がビジネス・プロセス
や組織構造，マネジメント・システム，組織文化にまで影響を及ぼすともいわれる（岩淵，
1995a, b, 1997; 加登，1993a, b）。一方，原価企画の採用は，必然的にその副作用や逆機能を伴う可
能性が高いことも指摘されてきた（Kato, 1993; Kato et al., 1995; 伊藤，2001; 加登，1993b, 1994, 1998; 

日本会計研究学会，1996）。
　以上より，第 1の研究課題として，原価企画の個別の構成要素と複数の成果との関係について，
さらなる実証的研究が必要である。また，原価企画活動を通じて，原価と他の業務目標との両立
が実現される条件を特定する必要がある。加えて，原価企画では， VE（Value Engineering），部門
横断的活動，部品の共通・共有化などが，原価低減と他の業務目標との間のトレードオフ関係を
解消する上で重要な役割を果たすものと考えられる。とりわけ部品の共通・共有化には，スケー
ルメリットによる購買部品費の減少や，設計・製造の効率化など多様な意図が考えられることか
ら，多様な意図，施策（手法）と原価低減以外の成果との関係を検証する必要がある。
　第 2の研究課題として，原価企画の逆機能・ジレンマについてもさらなる実証的研究が必要で
ある。原価企画の逆機能が，原価企画に固有のものなのか，日本的経営や製品開発一般のコンテ
クストに由来するものなのか，またそれらは，原価企画に必然的に付随する逆機能なのか，原価
企画能力の低さによるマネジメントの失敗なのかを解明しなくてはならない。

 2） 吉田（2001）や吉田（2003）では，事業単位での原価企画能力が，製品コンセプトの実現，製品品質・
機能性，開発リードタイム，製品コストへ及ぼす影響を実証的に探究した。また吉田（2007a）と吉田・近
藤（隆）（2008）は，自動車のリコールとして顕在化した品質問題と原価企画との関係について公表データ
を利用して分析した。
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3 ．原価企画の先進的事例：トヨタ自動車

　以上の研究課題の全てに応えるものではないが，原価企画の効果・影響を検討する上で重要な
示唆を与えてくれるであろうトヨタ自動車の原価企画活動を取り上げる。トヨタは原価企画を開
発した企業であり，その後も原価低減活動へのたゆまぬ努力を続けており，原価企画の先端事例
として取り上げるのにふさわしい活動を展開している。

3 . 1 ．歴史的展開
　トヨタ自動車は1962年に VEを導入し，翌年には原価管理の 3本柱（原価維持，原価改善，原価
企画）のひとつとして位置づけたのが，原価企画という用語の始まりであるとされる（日本会計
研究学会，1996

３）
）。その後1965年頃，カローラの開発にあたり計画段階で合目的的に原価を作り込

もうとする意図で，当時の車両担当主査を中心に原価検討が行われたが，組織的活動としては不
十分なものであった。1967年には「原価企画実施規則」を制定，原価企画の推進手順と担当部門
を明確化し，組織活動としての定着化が図られ，1969年には協力企業との連携も図られるように
なった（田中（雅），1995；日本会計研究学会，1996）。1960年代の原価低減活動は，まだ開発後期
の試作段階以降の目標原価管理ではあったが，1970年代には，車種グループ全体を対象とするよ
うになっていった（日本会計研究学会，1996）。
　1970年代後半には，単なる原価低減ではなく，目標利益の確保を目指した活動へと原価企画の
意識は拡大する。同時に，対象範囲は上下流ともに拡大し，製品コンセプト設計，売価設定，初
期流動管理までを包括するようになってきた（日本会計研究学会，1996）。
　1979年夏には，前輪駆動車部品に原価企画を導入した。これが，日常業務としての活動に加え
特別なプロジェクトとして原価企画を運用し始めた最初の試みである（Okano and Suzuki, 2007）。
　1980年代初めから，不必要な新規の設備投資を防ぎ，超過設備を削減するため，原価企画を生
産技術部に適用し始めた。それは，主に設計部門の活動であった日常的「原価企画」から，生産
技術部門の活動である「設備投資企画」への意義深い一歩であった。設備投資企画とは，物量尺
度による単位当り標準使用量である「原単位」に対して，生産部品の長期レートを決定する活動
である（Okano and Suzuki, 2007）。
　この時，原価管理の分類を「原価企画」，「原価改善」，「原価維持」から，「原価企画」，「原価
改善・維持」，「設備投資企画」に再構成している。この原価企画と設備投資企画の分離は，FA

 3） 日本会計研究学会（1996）では，原価企画の成立のメルクマールを明示はしていない。それは，原価企
画の発展・普及に伴い，その目的・意味内容が拡大・変化してきたという立場をとっているためであろう。
　その一方で，原価企画のフレームワーク構築に向けて，その成立のメルクマールを規定しようとする動
きもある。例えば，田中（隆）（1994）は，1959年のトヨタにおけるパブリカの開発が原価企画の始まりで
あると主張する。田中隆雄教授はそのメルクマールを VEの導入ではなく，VEとは異なる原価企画の特徴
が見られることに求めている。それは，企画設計段階での原価検討（源流管理），控除法による原価検討と
細分割付，開発・設計段階からの部品メーカーとの協力といったものである。
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（Factory Automation）化や CIM（Computer Integrated Manufacturing）化の進展による設備投資額の
急増に対応する施策であった。つまり，技術部（設計者）を中心に「原単位」（物量単位）の低減
を志向する原価企画と，生産技術部（生産技術者）を中心に物量単位当りの原価低減を志向する
設備投資企画との分離であった（岡野，2003）。
　1981年までに，こうした新たな変更を反映させるため，全ての基幹モデルの全部品と設計エン
ジニアに原価目標を設定・割り付けた（Okano and Suzuki, 2007）。1982年には，スターレットの原
価企画会議に続き，この精緻化された原価企画と，開発初期段階からボディ・メーカーと部品メ
ーカーを巻き込む部品レビュー会議を導入した（豊田自動車，1987，651－652頁）。
　その後，原価企画の適用と拡張は研究開発部門にも及んだ。1992年に，研究部門と開発部門を
初めて包括的に再組織化する新しい技術センター制組織を確立した。ここでも，原価企画の観念
は，新しい組織・管理構造を決定するための重要な要素であった（Okano and Suzuki, 2007）。

3 . 2 ．CCC21
４）

　2000年には，CCC21（Construction of Cost Competitiveness for the 21st century）と呼ばれる原価低
減イニシアティブを始める。原価企画活動の徹底的なレビューを実施し，その目標は 3割の原価
削減であった。これまでの VA（Value Analysis）/VEを中心としてきた全ての前提を捨てること
により，原価を丸裸にすることを狙った。分割されていた調達部門は，全調達コストの 9割を占
める173の部品のより効率的な調達のためにひとつの部門に再組織化され，世界一の価格競争力
を達成すべく目標が設定された。その他の原価企画の取り組みと合わせ， 3年間に平均 3割の原
価低減を達成した（いくつかの部品では 5 割）。2000年度（至2000年 3 月）の調達費が 4兆7,500億
円に対して，総節約額は 1兆3,400億円と概算される（岡野，2003）。
　加えて，2002年からは BT2（Break Through Toyota）と呼ばれる内製原価を2001年度比2004年
度実績で 3割削減する活動を始めた。
　また，2002年 8 月には，製造時の原価変動を解析・予測し，効率的な原価管理・改善を支援す
るシステムである T. C. C. M.（Toyota Cost Control Method）を開発する。すでに元町工場には
2001年 5 月に導入済みであり，労務費・設備費を中心に従来を上回る原価低減に貢献している。
　しかしながら，BT2 は例外として CCC21の活動は調達部門が中心であったため，この時期に
は開発部門に甘えがあったとも指摘される。加えて，この活動を通じて，製品群間で歩留まりの
大きなブレがあることも分かってきた。

3 . 3 ．VI

　そこで，2005年 5 月から，年3,000億円以上のコスト削減効果を見込む VI（Value Innovation）と
呼ばれる原価低減イニシアティブを始めた。

 4） 以下，断りのない限り，2008年10月20日に実施したトヨタ本社におけるインタビューに基づいて事例を記述
した。
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　CCC21が調達・経理部門中心の活動であった反省から，VIは事務局を開発部門に置き，開発
部門が主導する原価低減活動である点が特徴である。アプローチとしては，設計段階から従来の
開発手法を見直し，部品単体ではなく大きなシステムとしてとらえ，サプライヤー企業との協働
を通じて，部品構成を少なくし，部品を軽く小さくし，原価低減を図る（日経ビジネス，2008）。
　さらに2008年からは，全ての部品を対象に，これまでの同車種の現行モデル基準から比較対象
を大幅に拡大し，既存車最高歩留まりを目標に掲げた。すなわち，製品プロジェクト重視の管理
から機能重視の管理への転換といえよう。組織編成についても，2008年 6 月に組織改正を発表し
た。1992年のセンター制導入以来，類似製品プロジェクト間の連携を重視する組織編成をしてき
たのに対し，プロジェクト間に横串を通すべく組織を再編成した。マネジメント・コントロール
についても，設計作業前の事前管理として，各部品のグループ長が現行モデル基準の改善点，何
％の歩留まり向上を目指すのかを設計部長の前で宣言する「宣言会」，その成果を確認するため
の事後管理として，宣言会と同じメンバーによる「確認会」が開催される。また，トップ・サポ
ートとして，副社長級以下，役員が必ず出席し隔月開催される「VI委員会」も設けられた。ツ
ールについては「部品別目標シート」冊子を作成した。例えば，ボディー部品設計において，約
400点ある部品の重量ベースで 9割をカバーする100部品について重点的に見直しを図るため，部
品別歩留まり目標，工程数目標，設計留意点のチェック項目などを整理した（日経ビジネス，
2008）。
　以上の CCC21と VIに関する記述をまとめたのが図表 1である。

3 . 4 ．考察：原価企画の 3つの原理の観点から
　ここでは，トヨタの原価企画事例を原価企画の 3つの原理（顧客志向，源流管理，原価・利益の
作り込み）の観点から考察する。
　（1） 原価企画の 3つの原理

　①顧客志向
　原価企画の第 1の原理は「顧客志向」である。原価企画の出発点は，市場や顧客に受け入れら
れる製品を志向することにあり，顧客志向（マーケット・イン志向）と呼ぶ。一方，市場との対
話より自社技術に基づく製品化を志向する場合，技術志向（プロダクト・アウト志向）と呼ぶ。
　原価企画の顧客・市場志向性を示すものとして，次の公式で表される目標原価の設定方法（控

図表 1　CCC21と VI の相違

CCC21 VI
主導部門 調達・経理部門 技術開発部門
手法 低コストの購買 設計の効率化
取組対象 部品単位 システム単位
比較対象 現行同一モデル トヨタの全モデル

目標設定方法 調達費の削減 重量，部品点数の削減
日経ビジネス（2008，36頁），筆者インタビューに基づき再構成。
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除法）がある。市場で許容される販売価格から，中期利益計画から割り当てられる目標利益を差
し引いて，目標原価を設定する方法である。

目標原価　＝　予定売価　－　目標利益

　顧客志向のもうひとつの含意は，市場志向の目標原価設定だけでなく，非付加価値活動の徹底
的排除にある。顧客とは，商品を利用する企業外の顧客だけでなく，部品・材料の供給メーカー
や販売会社などの取引先企業，加えて，企業内の関連部署も企業内顧客といえよう。決して自部
門のみの部分最適に陥ることなく，こうした企業内外の顧客に対して，潜在的顧客満足を向上さ
せることが真の顧客志向といえる。そのために，非付加価値活動の徹底的排除と付加価値活動の
効率化を目指す必要がある。原価企画においては，設計者を支援するデータベースや技法の整備
に加え，取引先企業・関連部門との協働により，顧客志向を実現する。
　②源流管理
　原価企画の第 2の原理は「源流管理」である。原価の発生時点ではなく，企画・開発・設計段
階の原価決定時点でのマネジメントを源流管理と呼ぶ。原価の 7割から 8割程度は，製品の企
画・開発段階で決定するともいわれる。製品の企画・開発・設計・製造・販売の流れの中で，企
画・開発・設計段階でのマネジメントが重視されるのはこのためである。
　図表 2に，製品ライフサイクルにおける原価決定・発生のタイミングを例示した。製品製造以
後，廃棄に至るまでの間に多くの原価が発生するのに対して，原価の決定は比較的早い段階でほ
ぼ確定してしまうことを示している。つまり，選択肢の多い開発初期段階に機能横断的検討を十

原価

100％

70％

0％

原価発生曲線原価決定曲線

商品企画 開発 設計 製造 販売 使用 廃棄

図表 2　原価決定曲線と原価発生曲線
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分に実施する必要がある
５）
。

　③原価・利益の作り込み
　原価企画の第 3の原理は「原価・利益の作り込み」である。源流管理をかけ声に終わらせず，
設定目標を実現させていく活動を原価・利益の作り込みと呼ぶ。「作り込む」という表現は，企
画・開発・設計担当者が，単に原価を「決定する」，「つくる」のとは異なるニュアンスがある。
　まずは，製品コンセプトありきということが重要である。例えば，「走る歓び」という製品コ
ンセプトを掲げた自動車の場合，その製品コンセプトを「躍動感のあるデザイン」や「きびきび
した操作性」「車重の軽さ」などと解釈し，製品デザインを具体化させていく。その際に，原価
だけでなく，品質，機能，納期，環境などの要求がせめぎ合う中で，製品コンセプトを具体性の
あるものに仕上げていくプロセスを「作り込み」と呼ぶ。
　また，原価企画に関わるのは企画・開発・設計担当者だけではなく，営業部門，製造部門など
の関連部門と連携し，製品デザインを作り込んでいく。こうして作り込まれるのが，原価だけで
なく品質，機能，納期などの要求事項を含むことからも，原価の作り込みだけでなく，究極的に
は，「利益の作り込み」が行われる。そのために，ストレッチ・ターゲットと称される厳しい原価
目標が設定されることも多い。すなわち，従来の発想では到達できそうにない厳しい目標が新発
想の必要性を喚起し，関係者の協働を通じた総力の結集により，複数の設計目標の達成を目指す。
　作り込みの実践には，作業の節目節目で設定目標の進捗状況をチェックする必要があり，マイ
ルストーン管理が必要である。具体的には，性能，機能，信頼性などの要求事項が原価，納期な
どを考慮して目標通りに順調に実現されているのかを開発・設計段階で，測定，評価し，必要に
応じて改善策を講じることをデザイン・レビューと呼び，特に，目標原価についてはコスト・レ
ビューと呼ぶ。
　（2） トヨタ自動車の事例の考察

　以上の原価企画の 3つの原理の観点から，近年のトヨタの原価企画の動向を考察しよう。
　まず，第 1の原理「顧客志向」への原価管理の役割として，ムダ（非付加価値）の排除による
最小原価・最大価値の実現が志向される。Morgan and Liker （2006）によれば，トヨタは製造段
階での「 7つのムダ」（大野，1978）の考え方を製品開発段階にも適用している（図表 3参照）。ま
た，1992年のセンター制導入以降，プロジェクト・マネジメントを強化してきたが，2008年から
は機能部門での徹底した設計見直しへと大きく舵をとった。この変化を顧客志向からの方向転換
と判断するのは間違いである。これまではプロジェクト・マネジメントの強化により商品力の向
上を意図してきたため，社内ベストと比較するベンチマーキングが置き去りであったことに気づ
き，プロジェクト間に横串を入れるために実施した方針変更といえる。
　次に，第 2の原理「源流管理」について，事例の中では言及しなかったが，最近では，新車開
発開始の部品別展開の時点で原価，品質，性能目標をほぼ達成している。つまり，図表 2のよう

 5） 図表 2では，企業内で発生する（販売までの）原価総額を100％としたが，販売後に発生するライフサイ
クルコスト（使用・廃棄コスト）の多くも同様に設計段階までに決定してしまう。
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な原価決定曲線ではなく，開発開始時点の原価見積りでほぼ100％目標原価を達成している。開
発・設計プロセスで原価未達部分を VEによって作り込むというイメージは過去のもので，開
発・設計プロセスで管理するのは，事後的に生じた原価変動要因のみである。
　最後に，第 3の原理「原価・利益の作り込み」のため，「宣言会」，「確認会」，「VI委員会」な
どの会議体を通じて，PDCA（Plan-Do-Check-Action）のサイクルをまわしていた。加えて，
CCC21でのサプライヤー企業との協働，VIでの社内・社外ベンチマーキングの強化により，徹
底した原価低減を実現していた。また，トヨタの製造現場で昔からいわれる「ムリ・ムダ・ム
ラ」の排除について，製品開発段階でも「ムダ」の排除の考え方は古くから導入されていた。設
計標準化の徹底による「ムラ」の排除についても，VIでは現行車ではなく「ゼロベースの総額」
基準を導入するなど，プロジェクト間の横串の観点からも「ムラ」を排除する努力がなされている。
　では，「ムリ」（過負荷）の排除はどうであろうか。トヨタの設計担当エンジニアの業務負荷状
況は明らかではない。ただ，Hopp and Spearman （1996）によれば，能力利用率とリードタイム
の関係は，稼働率が80％を超えた辺りから非線形となり，指数曲線的に増加する（図表 4参照）。
Morgan and Liker （2006）は，多くの製品開発システムの稼働率はこの水準を超えており，「ム
ラ」が多いと負荷効果が増幅されると主張する。80％の能力利用率は驚くべき水準ではなく，ト
ヨタに限らず，現代企業の多くがこの水準を超えた過負荷な状況下で業務を行っているのではな
いか。そうであれば，「ムリ」を排除するマネジメントが重要な課題となってくる。その点につ
いて次節でさらに検討しよう。

4　原価企画研究・実務のさらなる発展に向けて

4 . 1 ．原価企画におけるテンション・マネジメント
　原価企画の実践には，図表 5に示すような様々な葛藤が伴う。すなわち，原価企画ではない製
品開発であれば機能・品質目標の達成に集中できる設計担当エンジニアに，限られた開発期間，

図表 3　製品開発の 7つのムダ

7 つのムダ 定義 製品開発プロセスでの事例
作りすぎ 次工程が必要とするより多く／早いタ

イミングで作る
バッチ化，同期していない並列作業

手待ち 材料，情報，意思決定を待つ 情報・意思決定待ち
搬送 材料・情報を別の場所へ動かす 過度や手渡しの情報配布
加工 不要な作業・加工を行う 中断の繰り返し，重複作業，過去に設計したもの

の再設計，プロセスのばらつき：標準化の欠如
在庫 使っていない材料・情報をためる バッチ化，システムの過負荷，情報の到着間隔の

ばらつき
動作 作業中の過度の動作・活動 長距離移動，不要な会議，表面的なレビュー会議
不良 品質検査や発生した品質不良の修繕 外部品質監査，修正，手直し

Morgan and Liker （2006, p. 72, 訳本, p. 92）より一部修正。
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厳しい原価目標を与え，原価責任や設計納期責任を負わせる。設計の標準化，使用部材の共通・
共有化に伴う制約も増え，製造原価は技術・経験本位の積上原価ではなく，市場価格から目標利
益額を引いて算定される目標原価以下に収めなければならない。指揮系統は，所属部門長と製品
開発プロジェクト・リーダーの二重構造となることもあり，必要に応じて調達・製造部門，取引
先企業との調整も行う。
　そうした相互依存関係の多様性・複雑性がもたらすジレンマやコンフリクトのマネジメントに
ついて管理会計研究の蓄積は十分とはいえない。ただ，マネジメント・コントロールシステムの
設計・運用について興味深い研究がある。例えば，インターラクティブ・コントロール（Simons, 

1995, 2005）は，製品イノベーションの組織業績への影響を強化すること（Bisbe and Otley, 2004）

や，業績評価システムのインターラクティブな利用は組織能力を高め，診断的利用（Simons, 

1995, 2005）はこれらを低める（Henri, 2006）。加えて，コントロールシステムは，二者択一では
なく，相互依存的，補完的であることも分かってきた（Henri, 2006; Widener, 2007）。例えば，業
績評価はある状況下で診断的にもインターラクティブにも利用され（Marginson, 2002; Widener，

2007），インターラクティブ・コントロールシステムの便益を増加させるのは，診断的コントロ
ールシステムの構造化されたフォーマルなプロセスであることが示された（Widener, 2007）。

図表 4　過負荷の開発リードタイムへの影響

０ 能力利用率 100％

開
発
リ
ー
ド
タ
イ
ム

Hopp and Spearman （1996, p. 652）

図表 5　原価企画がもたらすテンション

伝統的設計活動 原価企画活動
設計目標 機能，品質 ＋原価，開発期間
業務責任 機能，品質 ＋原価責任，納期責任
設計制約 なし 標準・共通・共有化に伴う設計制約
原価目標 成行（積上）原価 市場価格－目標利益＝（必達）目標原価
ボス 機能部門長 ＋プロジェクト・リーダー
業務 設計 ＋調達，製造，取引先企業との調整
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　このようにコントロールシステムを独立的ではなく相互関係でとらえる研究が共通して， 2つ
のコントロールシステム間のテンションに注目している。テンションの概念は，新しいものでは
なく，ジレンマ，矛盾，対照，コンフリクト，パラドックスなどに類似する（English, 2001）。テ
ンションとは，組織に本来的に内在する緊張状態であり，マネジメント・コントロールシステム
の診断的およびインターラクティブな利用が創造する良好な緊張状態をダイナミック・テンショ
ンと呼ぶ（Henri, 2006）。
　そこで，原価企画研究・実務のさらなる発展に向けて，テンション・マネジメントの視座の重
要性を強調したい。それは，原価企画活動が生み出すテンションをダイナミック・テンションへ
と昇華させる役割期待を管理会計が担えると考えるためである。
　事前マネジメントと事中・事後マネジメントに分けて説明しよう（図表 6参照）。事前マネジメ
ントは，組織編成，マネジメント・コントロールシステムの設計，計画策定に大別できる。管理
会計の貢献としては，後者の 2つにおいて業績評価システムの設計や予算編成を行う。具体的に
は，目標原価の設定，細分割付，実績測定・評価基準の設定，測定・評価スケジュール，会議体
の設定などである。
　事中・事後マネジメントは，事前マネジメントで設計したマネジメント・コントロールシステ
ムの運用管理である。マネジメント・コントロールを診断的コントロールとインターラクティ
ブ・コントロールに大別すると（Simons, 1995, 2005），まず診断的コントロールシステムの設計・
運用の要点として，「測定できないものは管理できない」という考え方がある。診断的コントロ
ールシステムは，目標と成果の差を分析・是正することで事前設定目標の達成を目指す（Simons, 

2005）。例えば，予算編成・差異分析や業績目標設定・評価などである。ただ，診断的コントロ
ールでは，設定目標の達成のみが目的化し，視野外の業務が軽視されたり，機会探索を妨げる可
能性がある。その弱点を補完するためにも，部門間コミュニケーションや学習，適応を促進する
ことで新戦略・アイデアの創発を意図するインターラクティブ・ネットワークの構築・活用が必
要となる（Simons, 2005）。例えば，部門横断チームやストレッチ目標の設定，間接費の配賦，振

図表 6　管理会計が担うテンション・マネジメント

診断的コントロール

組織編成

計画策定

事前マネジメント（設計） 事中・事後マネジメント（運用）

マネジメント・
コントロール
システム設計

インターラクティブ・
ネットワークの活用
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替価格制度の設計，コントロール範囲を越える責任範囲の設定，コントロールシステムのインタ
ーラクティブな利用などである（Simons, 2005）。
　テンション・マネジメントにおいて重要なことは，これらの 2つのコントロールモードをバラ
ンスよく利用することである。すなわち，事前計画と事後対応の二者択一ではなく，事前の予
算・業務計画をしっかりと設計し，事中・事後に発生する事態に対応するためインターラクティ
ブ・ネットワークを構築・活用することが重要である。トヨタの事例では，開発開始時点の原価
見積りでほぼ100％目標原価を達成しており，開発・設計プロセスで管理するのは，事後的に生
じた原価変動要因のみであった。会議体を通じたマイルストーン管理体制の整備や，CCC21で
のサプライヤー企業との協働，VIでの社内・社外ベンチマーキングの強化がインターラクティ
ブ・ネットワークとして機能していたと考えられる。

4 . 2 ．原価企画研究におけるテンション・マネジメントの将来の課題
　最後に，原価企画におけるテンション・マネジメント研究の課題を示し，結びにかえる。
　原価企画活動の主なテンションは，部門間テンションと業務目標間テンションに大別できる。
部門間テンションは，機能部門長とプロジェクト・リーダーの二重の指揮系統間の葛藤や，進
捗・原価会議，業績報告会などを含め他部門との連携・協働の中で生じる葛藤など，業務目標間
テンションは，品質，機能，原価，納期など複数業務目標間のトレードオフ状況である。
　管理会計によるテンション・マネジメントは，主に 2つの方法でこれらのテンションを増大，
減退させる。ひとつは業務目標水準と範囲の設定である。図表 7に，製品開発活動を想定し，縦
軸に目標原価水準，横軸にテンション水準をとった。第 1象限の厳しい目標原価と高テンション
状況が原価企画で，既存の方法では達成困難な目標水準に設定されるため，テンション・マネジ
メントを駆使したイノベーションの創造が必要である。第 2象限と第 3象限は，低テンションの
状況，すなわち原価低減による品質，機能性などの設計目標への影響が軽微だったり，目標達成
のための部門間調整の必要性も低い状況である。第 2象限はこの状況下で厳しい目標原価が設定
されるが，既存の方法で達成されれば第 3象限に分類すべき低目標水準だったといえるし，イノ
ベーションを創造するために部門間協働や設計目標間のトレードオフに踏み込めば第 1象限の状
況に移行する。すなわち，第 2象限は原価企画では考えにくく，第 3象限も同様の状況下で達成
容易な目標原価が設定されるので，高度な原価企画とはいい難い。第 4象限は高テンション状況
だが，達成容易な目標原価水準のため均衡水準は低く，新たなイノベーションが創造される状況
にはないと考える。
　もうひとつは，診断的コントロールとインターラクティブ・コントロールの 2つのコントロー
ルモードの設計・運用である。先述の通り，事前計画と事後対応の二者択一ではなく，両者の高
次元での均衡，すなわち，事前の目標原価設定，原価見積，事中・事後に発生する原価変動要因
に対応するためのインターラクティブ・ネットワークの構築・活用が必要である。
　将来の研究課題は，テンションの増減に関わるこれらの 2つの方策についての知見を深めるこ
とである。すなわち，目標原価設定のあり方や 2つのコントロールモードの相互作用が，どのよ
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うにテンションを増減させ，製品開発成果に影響するのかを探究する必要がある。テンションの
増大そのものは善でも悪でもなく，テンションをダイナミック・テンションへと昇華させる原理
を解明する必要がある。
　管理会計の機能は，伝統的・直接的な意思決定支援と業績管理会計に加え，行動に影響を与え
る「影響システム」（Hiromoto, 1988）が提唱されてきた。テンション・マネジメントは，これら
に加え，新たな管理会計の機能として注目すべきであり研究の進展が急務である。以前から管理
会計研究領域においてテンションの概念は登場していたが，管理会計技法・情報がどのように，
テンションの創造・増大・減少に影響するのかについての十分な研究蓄積はない。管理会計技
法・情報を説明変数，テンションの変化を被説明変数とする研究の蓄積が必要であろう。
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